令和７年　月　　日

一般財団法人日本立地センター理事長　殿

住　所

組合名

代表者役職氏名　　　　　　　　　　　　
令和７年度工業団地構造変化等対応支援事業への応募について

　標記の事業を実施いたしたく、下記のとおり関係書類を添えて応募します。

記

１．組合の概要（別紙１）　　１部

２．事業計画書（別紙２）　　１部

３．経費明細表（別紙３）　　１部

４．添付書類

（１）定款　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
（２）組合員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　１部
（３）役員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　１部

（４）前事業年度の決算関係書類　　　　　　　　　１部

（５）当該事業年度の事業計画書及び収支予算書　　１部
（別紙１）
組　合　の　概　要
	1． 組合の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人番号（１３桁）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２．組合の所在地（〒　　　　－　　　　）
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	３．電話及びFAX番号　　　電話（　　　）　　　－　　　　FAX （　　　）　　　－　　　　　　　　　

	４．設立年月　　　　　　年　　　月

	５．組合員資格、業種構成（割合）
　（１）組合員資格
　　
　　
　（２）業種構成（割合）　　
　　

	６．団地の概要
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　

	７．組合の主な事業
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　

	８．組合員数　　　　　　　　人

	９．組合員数に占める中小企業者の割合　　　　　　％

	10．出資金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	11．専従役職員数　　　役員　　　　　人、職員　　　　　人、非常勤職員　　　　　人

	12．消費税の取扱い　  課税 ・ 簡易課税 ・ 免税

	13．会計年度　　　　　　月　　日 ～　　月　　日

	14．本事業の連絡担当者名等
役職名・氏名
E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（別紙２）
事　業　計　画　書
１．実施事業の概要

（１）事業のテーマ名（３０文字以内）
　　　　　　
　　　
（２）事業の目的及び概要（１５０文字以内）

　　　
２．事業取組の動機、背景、将来像
	（１）現状・課題

　　　
（２）事業テーマを選定した理由・必要性及び期待される成果等
　　　
（３）将来像（目指す姿、短期・中長期ビジョン等）

　　　



　
３．実施する事業の具体的内容（該当する全ての事業分野に☑チェック）
	□ 防災・減災機能の向上　　　         □ ＧＸへの対応　　   　     □ ＤＸへの対応
□ 組合施設等の老朽化対策、建て替え、新規立地への移転等
□ 共同事業の見直し、再構築　　　     □ 空き物件の有効活用
□ 行政及び組合員からの要請等に基づく機能強化
□ その他共同事業の機能強化への対応

	　



　
４．助成事業終了後の事業目的達成に向けたスケジュール等
	　



５．事業計画
（１）事業実施体制
①　本委員会委員・オブザーバー等
	No.
	委員区分
	氏名
	所属企業・役職名
	備考

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	
	
	
	

	7
	
	
	
	

	8
	
	
	
	

	9
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	11
	
	
	
	

	12
	
	
	
	


　注）ワーキング委員会等があれば同様に記載すること。
②　外部専門家
	氏名
	所属企業・役職名
	依頼理由

	
	
	

	
	
	


③　委員会開催計画
	開催回数
	開催時期
	開催場所
	主な検討事項

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　注）ワーキング委員会等があれば同様に記載すること。
（２）実地調査（視察）
	実施時期
	調査先
	調査理由
	参加人数

	
	
	
	


（３）報告会
	開催回数
	開催時期
	開催場所
	参加人数
	内容・講師

	
	
	
	
	


（４）事業スケジュール 
	作業項目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　注）作業項目ごとに線表等により記入してください。
（５）完了予定（交付決定日からの実施期間）※いずれかを選択（レ印；日付記入）
□　翌年の12月31日
□　令和　　年　　月　　日
（６）業務委託
	委託業務の内容
	委託の必要性
	委託期間

	
	
	


（７）成果報告書の配付先及び配付部数
	　




　注）本事業においては、事業実施結果及びその成果を組合員に周知するため成果報告書を作成することが
　　必須となっています。応募時点で想定する配布先及び配布部数を記入してください。なお、日本立地センター
　　への提出部数は５部です。
（８）資金調達方法（消費税等抜き額）
	区分
	金額（円）
	資金の調達先

	助成金交付申請額
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　計（助成事業に要する額）
	
	


注１）助成交付申請額は、（別紙３）経費明細表で算出した助成金交付申請額を記入し、助成金交付申請額
　　　　　を除く自己調達分の資金調達内訳についても記入してください（金額は消費税抜き）。なお、合計（助成
事業に要する額）についても、（別紙3）経費明細表に一致させてください。
　 注２）助成金の支払いは、助成事業終了後の助成金額確定後の精算払いとなるため、助成事業実施期間
　　　　　注、自己調達分のほか、助成金相当分の資金を確保することが必要です。
（別紙３）
経　費　明　細　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	助成対象
経費科目
	助成事業に要する額（予算額）

	
	消費税等抜き額
	消費税等込み額

	
	
	計
	積算内訳

	委員手当
	
	
	

	専門家謝金
	
	
	

	講師謝金
	
	
	

	委員旅費
	
	
	

	専門家旅費
	
	
	

	調査旅費
	
	
	

	講師旅費
	
	
	

	職員等旅費
	
	
	

	会議費
	
	
	

	会場借料
	
	
	

	資料費
	
	
	

	印刷費
	
	
	

	車両借上費
	
	
	

	借損料
	
	
	

	原稿料
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	委託費
	
	
	委託費明細参照

	合　計
	
	
	


　注１）「積算内訳」は、委員の人数、委員会回数など「（別紙２）事業計画書」の内容と整合性をとること（委員手　
　　　　当、委員旅費、会議費、資料費等）
　注２）「消費税抜き額」は、「消費税等込み額の計」の110分の100（円未満切捨）とし、軽減税率の対象となる
　　　品目については、108分の100（円未満切捨）とする。特に、税込の旅費、会議費及び通信運搬費は留意。
〈委託費明細〉
	委託業務内容
	金額（予算額）

	
	消費税等抜き額
	消費税等込み額

	
	
	計
	積算内訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	
	


注）助成金交付申請 時には委託費の明細（見積書）を提出していただきますので、積算内訳は可能な限り詳細に記入してください。
助成金交付申請額（消費税等抜き）
	助成事業に要する額　合　計
（消費税等抜き額）
	助成率
	助成金交付申請額
（10円未満切捨、上限1,000万円）

	
	2/3
	


注１）センターが別に定める「助成金交付の対象となる経費」、「経費支出基準」及び「工業団地構造変化等対応支援事業の旅費支給に関する内規」を参照し、できるだけ具体的に記入すること。
注２）助成金の限度額は100万円以上1,000万円以下。
1

